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時系列比較のための推計値の公表状況

＜時系列比較のための推計値の作業経緯＞

① 産業計、産業大分類及び主要な産業中分類の実数及び指数 等
→ 令和２年７月31日の統計委員会に報告後、8月11日にe-Statに統計表を掲載

② ①以外で公表している産業中分類・産業小分類の実数及び指数 等
→ 令和２年10月１日の統計委員会に報告後、10月12日にe-Statに統計表を掲載

③ 夏季賞与及び年末賞与（平成16年～平成23年） 等※

→ 統計委員会報告後、e-Statに統計表を掲載予定

※ 年度の実数値、所定外給与及び特別給与の伸び率についても、併せて公表予定

○ 毎月勤労統計調査においては、全数調査するとしていたところを一部抽出調査で行って
おり、抽出調査を行う場合に必要な復元を行っていなかった。

○ この不適切事案について、調査結果の再集計等を行ったが、過去のデータの不足等によ
り、特に平成16年1月～平成23年12月分調査については、抽出調査に必要な復元を行うこ
とができなかった。
このため、現金給与総額や雇用、労働時間などを、産業・規模別、パート・一般労働者

の別に、時系列比較可能な指数を作成するために推計した推計値（時系列比較のための推
計値）を作成し、順次公表。

⇒ 今回の作業で時系列比較のための推計値の作業は完了



平成16年から平成23年までの
時系列比較のための推計値（賞与の集計）について
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時系列比較のための推計値（賞与の集計）の結果

時系列比較のための推計値（調査産業計、事業所規模5人以上）

①時系列比

較のための

推計値

②従来の公

表値

差

（①ー②）

①時系列比

較のための

推計値

②従来の公

表値

差

（①ー②）

円 円 ％ ％ ％ 円 円 ％ ％ ％

平成16年 406,697 405,462 -1.2 -1.5 0.3 430,188 430,278 2.5 2.2 0.3

平成17年 410,231 410,618 0.9 1.3 -0.4 432,312 433,214 0.5 1.0 -0.5

平成18年 415,437 416,054 1.3 1.3 0.0 432,220 433,825 0.0 0.1 -0.1

平成19年 406,072 407,637 -1.5 -1.4 -0.1 416,816 417,507 -3.1 -3.4 0.3

平成20年 406,611 406,012 -0.5 -1.0 0.5 422,313 424,437 0.7 1.0 -0.3

平成21年 364,191 363,104 -9.6 -9.8 0.2 381,547 380,258 -8.6 -9.4 0.8

平成22年 368,551 367,178 1.3 1.0 0.3 380,309 379,292 -0.3 -0.4 0.1

平成23年 365,158 364,252 -0.9 -0.9 0.0 375,747 372,470 -1.1 -1.9 0.8

平成24年 359,974 358,366 -1.8 -1.6 -0.2 368,144 365,680 -2.6 -1.9 -0.7

夏季賞与 年末賞与

時系列比較

のための推

計値

従来の公表

値

対前年比
時系列比較

のための推

計値

従来の公表

値

対前年比

（※１）平成24年の「時系列比較のための推計値」の値は、抽出調査を行う場合に必要な復元を行った再集計値である。
（※２）前年比は、調査事業所の抽出替えに伴うギャップ等を修正しており、実数で計算した場合と必ずしも一致しない。
（※３）従来の公表値については、平成21年から賞与用推計比率の計算方法の見直し＊を行っているが、時系列比較のた

めの推計値は平成16年から平成23年まで見直し後の賞与用推計比率の計算方法により集計した（平成18年年末賞与
を除く）。

＊ 平成20年以前は、夏季賞与は７月分、年末賞与は12月分又は１月分の労働者数を用いて賞与用推計比率の計算を行っていたが、平成
21年以降は賞与集計対象事業所の労働者数を用いて計算を行っている。

（※１） （※１）
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① 平成16年夏季賞与及び年末賞与※１、平成23年年末賞与※２

事業所ごとに3か月分の調査票を突合した賞与集計用データが存在したため、このデータ
に対して、適切に復元を行った集計を実施

② 平成17～23年夏季賞与及び年末賞与（平成18年年末賞与、平成23年年末賞与を除く。）
賞与集計に用いた調査票データが存在したため、当該調査票データから事業所ごとに3か

月分の調査票を突合した賞与集計用データを作成し、適切に復元を行った集計を実施

③ 平成18年年末賞与
賞与集計に用いた調査票データ及び賞与集計用データのいずれも存在が確認できなかった

ため、別途推計（詳細は次ページ）

時系列比較のための推計値（賞与の集計）の推計方法

平成16年から平成23年の夏季賞与及び年末賞与は「従来の公表値」では東京都の
500人以上規模の事業所の調査票が適切に復元されていなかったため、適切に復元
を行った時系列比較のための推計値を作成。

各年ごとに保存されているデータの状況が異なることから、推計方法も異なって
おり、その概要は以下のとおり。

※１ 平成16年夏季賞与及び年末賞与における賞与集計用データの産業分類は、平成5年改訂産業分類が付加されていたため、月次の「時系
列比較の推計値」を作成する際に使用した平成16年の月次集計用調査票データを用いて産業分類を変更している。

※２ 平成23年年末賞与の集計については、１月の調査対象事業所の入替え後も引き続き調査対象となった事業所について、12 月までとは
異なる事業所と認識した結果、適切に集計されないケースが生じていたため、合わせて修正＊を行っている。
＊平成26、29、30年及び令和元年の賞与集計においても同様のケースが生じており、令和３年４月６日に訂正を行っている。
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平成18年年末賞与の推計について

平成18年年末賞与について、賞与集計に用いた調査票データ及び賞与集計用データの双
方が確認できなかった。このため、

○ 東京都と東京都以外で産業・規模区分の抽出率が同じであったものについては、従来
の公表値として公表していた賞与の推計結果をそのまま使用

○ 500人以上規模の事業所の一部については、東京都と東京都以外で産業・規模区分の
抽出率が異なることから、
・ 従来の公表値として公表していた賞与の推計結果
・ 月次の集計に用いた※１東京都分の調査票データ（平成18年11月分及び12月分※２）
を組み合わせて推計を行う。

※１ 賞与の集計には、各月の確報の集計後に提出された事業所の調査票も使用していることから、賞与集計に

用いた調査票データと、月次の集計に用いた調査票データは一致しない。
※２ 平成19年１月分調査の旧事業所分については、月次の集計に用いた調査票データについて存在が確認でき

なかったことから、平成18年11月分及び12月分の２か月分のデータを用いて推計している。

(＊)

(＊) 東京都と東京都以外で産業・規模区分の抽出率が異なるものの推計については、月次の「時
系列比較のための推計値」の平成19年１月分調査の旧事業所分の推計において行った方法と同
様の考え方に基づき推計を行っている。



○ 支給労働者一人平均賞与支給額の推計方法
<産業別・規模別の推計>

① 東京都とそれ以外の道府県で500人以上規模の抽出率が異なる産業

→ 東京都とそれ以外の道府県（抽出率逆数𝑑𝑖𝑗
𝑙 ＝１）に分解して推計

※ 上式における東京都におけるそれぞれの数値の推計値（𝑎𝑖𝑗
13及び𝑒1𝑖𝑗

13）は、平成18年11月分と12月

分の月次の調査票を用いて推計

② 東京都とそれ以外の道府県で500人未満規模及び500人以上規模で抽出率が同じ産業

→ 従来の公表値をそのまま使用

（参考）平成18年年末賞与の推計方法
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𝑊𝑖𝑗
′ =

σ𝛽𝑖𝑗𝑑𝑖𝑗
𝑙 𝑎𝑖𝑗

𝑙

σ𝛽𝑖𝑗𝑑𝑖𝑗
𝑙 𝑒1𝑖𝑗

𝑙 =
σ𝑙≠13𝑑𝑖𝑗

𝑙 𝑎𝑖𝑗
𝑙 + 𝑑𝑖𝑗

13𝑎𝑖𝑗
13

σ𝑙≠13𝑑𝑖𝑗
𝑙 𝑒1𝑖𝑗

𝑙 + 𝑑𝑖𝑗
13𝑒1𝑖𝑗

13

=
σ1 ∙ 𝑎𝑖𝑗

𝑙 + 𝑑𝑖𝑗
13 − 1 𝑎𝑖𝑗

13

σ1 ∙ 𝑒1𝑖𝑗
𝑙 + 𝑑𝑖𝑗

13 − 1 𝑒1𝑖𝑗
13

=
𝑊𝑖𝑗𝑅𝑖𝑗 + 𝛼𝑖𝑗 𝑑𝑖𝑗

13 − 1 𝑎𝑖𝑗
13

𝑅𝑖𝑗 + 𝛼𝑖𝑗 𝑑𝑖𝑗
13 − 1 𝑒1𝑖𝑗

13

=
𝛼𝑖𝑗 σ1 ∙ 𝑎𝑖𝑗

𝑙 + 𝑑𝑖𝑗
13 − 1 𝑎𝑖𝑗

13

𝛼𝑖𝑗 σ1 ∙ 𝑒1𝑖𝑗
𝑙 + 𝑑𝑖𝑗

13 − 1 𝑒1𝑖𝑗
13

𝛼𝑖𝑗 ：産業𝑖、規模𝑗における従来の公表値作成に用いた賞与用推計比率

𝑑𝑖𝑗
𝑙 ：産業𝑖、規模𝑗 、都道府県𝑙における事業所の抽出率逆数

𝑎𝑖𝑗
𝑙 ：産業𝑖、規模𝑗 、都道府県𝑙における調査事業所の賞与支給総額

𝑒1𝑖𝑗
𝑙 ：産業𝑖、規模𝑗 、都道府県𝑙における調査事業所の賞与支給月の労働者数の平均

の合計（賞与支給事業所のみ）

𝛽𝑖𝑗 ：産業𝑖、規模𝑗における時系列比較のための推計値に用いる賞与用推計比率

𝛽𝑖𝑗 =
𝐿𝑖𝑗
′

σ𝑑𝑖𝑗
𝑙 𝑒0𝑖𝑗

𝑙

𝐿𝑖𝑗
′ ：産業𝑖、規模𝑗における平成18年12月分の母集団労働者数

𝑒0𝑖𝑗
𝑙 ：産業𝑖、規模𝑗 、都道府県𝑙における調査事業所の賞与支給月の労働者数の平均

等の合計（調査対象事業所すべてを合計）

𝑊𝑖𝑗 =
σ 𝛼𝑖𝑗𝑎𝑖𝑗

𝑙

σ 𝛼𝑖𝑗𝑒1𝑖𝑗
𝑙 ：産業𝑖、規模𝑗における従来の公表値での支給労働者１人平均支給額

𝑅𝑖𝑗 = σ𝛼𝑖𝑗𝑒1𝑖𝑗
𝑙 ：産業𝑖、規模𝑗における従来の公表値での賞与支給労働者数

※１ 東京都は𝑙 = 13で表している。
※２ Σは都道府県について合計することを表し、添字を省略

𝑊′𝑖𝑗：産業𝑖、規模𝑗における支給労働者１人平均支給額（時系列比較のため

の推計値）



＜産業計及び規模計の推計＞
前頁及び下記で推計した、産業別、規模別の支給労働者１人平均支給額及び賞

与支給労働者数を用いて、下式により推計

（参考）平成18年年末賞与の推計方法（続き）
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𝑊′ =
σ𝑅𝑖𝑗

′ 𝑊𝑖𝑗
′

σ𝑅𝑖𝑗
′

※ 給与に対する支給割合等も同様の方法で推計

𝑅𝑖𝑗
′ = 𝑃𝑖𝑗𝐿𝑖𝑗

′

○ 賞与支給労働者数の推計方法

𝑃𝑖𝑗 ：産業𝑖、規模𝑗における従来の公表値ベースでの賞与支給労働者数割合

𝐿𝑖𝑗
′ ：産業𝑖、規模𝑗における時系列比較のための推計値ベースでの総労働者数

（平成18年12月分の母集団労働者数）

平成18年12月分の前月末労働者数は、従来の公表値と時系列比較のための推計
値で異なるので、従来の公表値における賞与支給労働者数割合と時系列比較のた
めの推計値における労働者数を用いて推計



（参考）賞与の集計の概要について
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○ 毎月勤労統計調査では、毎月の賃金等とは別に夏季賞与と年末賞与を集計し
ている。

○ 賞与の集計に当たっては、「特別に支払われた給与」のうち賞与として支給
された給与について、以下の３か月分の賞与の額を事業所ごとに突合して特別
集計を行っている。
・夏季賞与：６月分、７月分、８月分の３か月分
・年末賞与は、11月分、12月分、翌年１月分の３か月分

○ 賞与の集計については、支給労働者１人平均支給額のほか、支給労働者数割
合、給与（きまって支給する給与、所定内給与）に対する支給割合、支給事業
所数割合を集計している。

※１ 賞与の集計における「支給労働者」とは、賞与が支給された事業所に雇用される労働者のことであり、実際に
は賞与が支給されていない者も含まれている。

※２ 第一種事業所（30人以上規模事業所）の調査対象事業所の入替えを行う年については、１月分調査は、入替え
前後の両方の事業所に対して調査を行うが、年末賞与の集計では、入替前の旧調査対象事業所分の調査票を用い
て集計する。

※３ 第二種事業所（5～29人規模事業所）は、１月分と７月分調査で調査対象事業所の３分の１を入れ替えること
から、調査票が３か月分提出されている事業所（入替の対象外となる事業所）の調査票のみを用いて集計する。

※４ 賞与の集計には、各月の確報の集計後に提出された事業所の調査票も使用していることから、毎月の確報に用
いている調査票から賞与の復元を行った場合と異なることがある。

賞与の集計の概要
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＜支給労働者１人平均支給額、支給労働者数割合＞
① ３か月分の賞与集計に用いる調査票を事業所ごとに突合して賞与集計用デー

タを作成し、当該事業所ごとに賞与支給額の合計、賞与支給月の労働者数の平
均等を計算

② 上記①の労働者数の平均に事業所抽出率の逆数を乗じて足し上げたものが７
月分又は12月分の母集団労働者数と一致するよう産業、規模ごとに賞与用推計
比率を計算

③ 賞与支給事業所について、 ①の賞与支給額の合計に抽出率逆数×賞与用推計
比率を乗じ、産業、規模ごとに足し上げて賞与支給総額を計算

④ 賞与支給事業所について、①の労働者数の平均に抽出率逆数×賞与用推計比
率を乗じ、産業、規模ごとに足し上げて賞与支給労働者数を計算

賞与集計対象事業所について、①の労働者数の平均に抽出率逆数×賞与用推
計比率を乗じ、産業、規模ごとに足し上げて総労働者数を計算

⑤ 産業、規模ごとに以下のとおり計算
支給労働者１人平均支給額＝賞与支給総額／賞与支給労働者数
支給労働者数割合＝賞与支給労働者数／総労働者数

現行（平成24年以降）の賞与の集計方法
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＜給与に対する支給割合、支給事業所数割合＞
①’ ３か月分の賞与集計に用いる調査票を事業所ごとに突合して賞与集計用デー

タを作成し、当該事業所ごとに給与に対する支給割合の合計※を計算
※ 各月において、賞与が給与の何か月分支給されているかを計算し、その３か月分の合計（３か月間に支給さ

れた賞与が給与の何か月分に相当するか）を計算

②’ 産業、規模ごとに賞与用推計比率を計算（前ページと同様）

③’ 賞与支給事業所について、 ①’の給与に対する支給割合の合計に抽出率逆数
×賞与用推計比率を乗じ、産業、規模ごとに足し上げて賞与に対する支給割合
の総合計を計算

④’ 賞与支給事業所について、抽出率逆数×賞与用推計比率を、産業、規模ごと
に足し上げて賞与支給事業所数を計算

賞与集計対象事業所について、抽出率逆数×賞与用推計比率を、産業、規模
ごとに足し上げて総事業所数を計算

⑤’ 産業、規模ごとに以下のとおり計算
給与に対する支給割合＝賞与に対する支給割合の総合計／賞与支給事業所数
支給事業所数割合＝賞与支給事業所数／総事業所数

現行（平成24年以降）の賞与の集計方法（続き）



12

産業、規模別数値の集計の計算式（参考）

支給労働者１人平均支給額の集計方法の計算式は下記のとおり

𝛽𝑖𝑗 =
𝐿𝑖𝑗
′

σ 𝑑𝑖𝑗
𝑙 𝑒0𝑖𝑗

𝑙 ：産業𝑖、規模𝑗における賞与用推計比率

𝑅𝑖𝑗
′ = σ𝛽𝑖𝑗𝑑𝑖𝑗

𝑙 𝑒1𝑖𝑗
𝑙 ：産業𝑖、規模𝑗における賞与支給労働者数

A𝑖𝑗
′ = σ𝛽𝑖𝑗𝑑𝑖𝑗

𝑙 𝑎𝑖𝑗
𝑙 ：産業𝑖、規模𝑗における賞与支給総額等

𝑊′𝑖𝑗 = A𝑖𝑗
′ /𝑅𝑖𝑗

′ ：支給労働者１人平均支給額

𝐿𝑖𝑗
′ ：産業𝑖、規模𝑗における総労働者数（7月分又は12月分の母集団労働者数）

𝑑𝑖𝑗
𝑙 ：産業𝑖、規模𝑗 、都道府県𝑙における事業所の抽出率逆数

𝑒0𝑖𝑗
𝑙 ：産業𝑖、規模𝑗 、都道府県𝑙における調査事業所の賞与支給月の労働者数の平均等の合計

（調査対象事業所すべてを合計）
𝑒1𝑖𝑗
𝑙 ：産業𝑖、規模𝑗 、都道府県𝑙における調査事業所の賞与支給月の労働者数の平均の合計

（賞与支給事業所のみを合計）
𝑎𝑖𝑗
𝑙 ：産業𝑖、規模𝑗 、都道府県𝑙における調査事業所の賞与支給額の3ヵ月合計等（賞与支給事業所のみを合計）

（参考）現行（平成24年以降）の賞与の集計式

※ 給与に対する支給割合等については、賞与支給労働者数の代わりに賞与支給事業所数を用いて算出する。

※１ Σは都道府県について合計することを表し、添字を省略した。

※２ 𝑑𝑖𝑗
𝑙 は、同じ産業、規模、都道府県でも、抽出する組ごとに異なっているが、ここでは記載を省略している。


